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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第41期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第42期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第41期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (千円) 2,955,605 2,362,768 12,710,126

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) 125,301 △123,362 383,331

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) 112,810 △120,816 168,487

純資産額 (千円) 15,979,549 15,545,065 15,683,295

総資産額 (千円) 26,132,760 24,634,816 25,837,274

１株当たり純資産額 (円) 437.97 426.48 430.82

１株当たり四半期
(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) 3.24 △3.47 4.84

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 58.4 60.3 58.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 735,650 310,776 1,525,089

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △135,034 △122,906 △794,342

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △275,249 △485,649 △328,305

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,412,441 2,192,540 2,483,602

従業員数 (名) 793 785 773

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第42期第１四半期連結累計期間は四半期純損失が

計上されており、また、いずれの期間においても潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 785

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 407

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】
当社グループが営んでいる主な事業内容は、仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類

等のリース並びに販売という単一の事業であり、「什器備品リース及び販売」は、主たる商品である「仮設

建物リース及び販売」や「ユニットハウスリース及び販売」に付随して発生するものであります。

また、オペレーティングリース会社として、商品の賃貸だけでなく、製造、運送、工事、補修も含めたトータ

ルなサービスを提供しているため、事業の種類別セグメントは単一と判断しております。

　

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。
　

事業の種類 金額(千円) 前年同四半期比(％)

仮設建物部材等の製造 149,195 148.3

合計 149,195 148.3

(注) １　上記の金額は、主にリース用資産の製造高であります。
２　記載金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当第１四半期連結会計期間における受注状況は次のとおりであります。
　

期首契約残高 四半期中契約高 四半期中契約実行高 四半期末契約残高
四半期末契約残高のうち
リース期間未経過契約高

金額(千円) 金額(千円)
前年同四半
期比(％)

金額(千円)
前年同四半
期比(％)

金額(千円)
前年同四半
期比(％)

金額(千円)

3,806,111
(1,434,557)

2,394,42860.22,362,76879.9
3,837,772
(1,640,885)

78.4 2,196,887

(注) １　(　)の数字は内数で、工事未着手の契約高であります。

２　記載金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。
　

区分 金額（千円） 構成比（％） 前年同四半期比(％)

仮設建物部門 1,301,402 55.1 78.1

什器備品部門 722,805 30.6 86.0

ユニットハウス部門 338,560 14.3 75.2

合計 2,362,768 100.0 79.9

(注)　記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(財政状態の分析)

(1) 資産の部

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は前連結会計年度末より1,202百万円減少し、24,634百万円

となりました。理由の主なものは受取手形及び売掛金の減少946百万円であります。

(2) 負債の部

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末より1,064百万円減少し、9,089百万円

となりました。理由の主なものは支払手形及び買掛金の減少654百万円であります。

(3) 純資産の部

当第1四半期連結会計期間末の純資産合計は前連結会計年度末より138百万円減少し、15,545百万円

となりました。理由の主なものは配当金の支払174百万円であります。

　

(経営成績の分析)

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、引き続き世界的同時不況の影響を受け、企業業績の

急激な悪化が続いております。また、消費者物価は落ち着きつつあるものの、雇用・所得環境は一段と厳

しさを増しており、当社グループを取り巻く環境は一層厳しい状況となっております。

このような状況において当社グループは、原価・経費の削減に注力したものの、設備投資の大幅な減少

を主要因とする売上高の落ち込みによる収益の悪化をカバーするまでには至りませんでした。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は2,362百万円（前年同四半期比20.1％減）、営業損

失は105百万円（前年同四半期は140百万円の営業利益）、経常損失は123百万円（前年同四半期は125百

万円の経常利益）、四半期純損失は120百万円（前年同四半期は112百万円の純利益）となりました。

　

(キャッシュ・フローの状況)

当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは310百万円の収入となり、前年同四

半期に比べ424百万円減少いたしました。主な理由は、仕入債務の減少額が492百万円増加したことによる

ものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、122百万円の支出となり、前年同四半期に比べ12百万円支出が

減少いたしました。主な理由は、リース用資産の取得による支出が20百万円減少したことによるものであ

ります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、485百万円の支出となり、前年同四半期に比べ210百万円支出が

増加いたしました。主な理由は、短期借入金が135百万円減少したことによるものであります。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間の現金及び現金同等物の四半期末残高は、前連結会計年度末よ

り291百万円減少し、2,192百万円となりました。

　

(事業上及び財務上の対処すべき課題)

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(研究開発活動)

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備について、重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,943,22534,943,225

東京証券取引所
（市場第二部）
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
1,000株であります。

計 34,943,22534,943,225 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

─ 34,943 ─ 8,032,668 ─ 2,828,787

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

EDINET提出書類

東海リース株式会社(E04800)

四半期報告書

 7/21



(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 132,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,570,000 34,570 ―

単元未満株式 普通株式 241,225 ― ―

発行済株式総数 　 34,943,225 ― ―

総株主の議決権 　 ─ 34,570 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式590株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東海リース株式会社

大阪市北区天神橋
２丁目北２番６号

132,000 ─ 132,000 0.38

計 ― 132,000 ─ 132,000 0.38

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 ６月

最高(円) 134 145 155

最低(円) 112 125 143

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期

レビューを受け、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１

四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について

は、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21

年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,473,884 2,764,914

受取手形及び売掛金 7,333,638 8,280,454

商品及び製品 133,351 125,234

仕掛品 6,843 24,251

原材料及び貯蔵品 316,290 311,730

その他 312,250 294,233

貸倒引当金 △71,998 △73,894

流動資産合計 10,504,260 11,726,924

固定資産

有形固定資産

リース用資産（純額） 4,999,280 5,003,130

建物及び構築物（純額） 2,718,055 2,720,410

土地 4,981,631 4,981,631

リース資産（純額） 582,872 595,834

その他（純額） 152,555 149,440

有形固定資産合計 ※1
 13,434,396

※1
 13,450,447

無形固定資産 263,271 248,228

投資その他の資産

投資有価証券 127,488 101,872

その他 283,800 286,184

投資その他の資産合計 411,289 388,056

固定資産合計 14,108,956 14,086,733

繰延資産 21,599 23,617

資産合計 24,634,816 25,837,274
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,733,615 2,388,513

短期借入金 1,102,242 1,289,345

リース債務 116,935 116,287

未払法人税等 21,635 60,418

前受リース収益 2,196,887 2,371,554

賞与引当金 62,344 186,240

役員賞与引当金 7,300 16,750

設備関係支払手形 12,634 19,008

その他 764,656 502,156

流動負債合計 6,018,251 6,950,275

固定負債

社債 1,300,000 1,300,000

長期借入金 468,420 606,604

リース債務 439,824 469,302

繰延税金負債 63,152 56,561

退職給付引当金 513,202 489,035

役員退職慰労引当金 286,900 282,200

固定負債合計 3,071,499 3,203,703

負債合計 9,089,750 10,153,979

純資産の部

株主資本

資本金 8,032,668 8,032,668

資本剰余金 5,811,749 5,811,749

利益剰余金 1,184,995 1,479,865

自己株式 △25,079 △24,724

株主資本合計 15,004,335 15,299,559

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 8,665 △10,796

為替換算調整勘定 △168,376 △291,705

評価・換算差額等合計 △159,710 △302,501

少数株主持分 700,441 686,237

純資産合計 15,545,065 15,683,295

負債純資産合計 24,634,816 25,837,274
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 2,955,605 2,362,768

売上原価 2,126,382 1,862,133

売上総利益 829,222 500,634

販売費及び一般管理費 ※1
 688,575

※1
 605,877

営業利益又は営業損失（△） 140,646 △105,242

営業外収益

受取利息 3,125 2,345

スクラップ売却益 3,748 2,758

その他 6,595 4,382

営業外収益合計 13,469 9,486

営業外費用

支払利息 22,610 23,289

その他 6,204 4,315

営業外費用合計 28,814 27,605

経常利益又は経常損失（△） 125,301 △123,362

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 5,013

固定資産売却益 － 258

特別利益合計 － 5,271

特別損失

固定資産除却損 2,260 3,024

固定資産売却損 － 234

役員退職慰労金 2,700 －

特別損失合計 4,960 3,258

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

120,340 △121,348

法人税、住民税及び事業税 12,524 10,772

法人税等調整額 2,727 1,090

法人税等合計 15,251 11,863

少数株主損失（△） △7,721 △12,395

四半期純利益又は四半期純損失（△） 112,810 △120,816
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

120,340 △121,348

減価償却費 220,090 224,163

有形固定資産除却損 2,260 3,024

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,000 △5,500

賞与引当金の増減額（△は減少） △106,975 △123,896

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,900 △9,450

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,651 24,166

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,075 4,700

受取利息及び受取配当金 △5,098 △3,406

支払利息 22,610 23,289

リース用資産の中古販売による売上原価 21,132 18,138

固定資産売却損益（△は益） － △23

為替差損益（△は益） △1,081 74

売上債権の増減額（△は増加） 583,055 978,416

たな卸資産の増減額（△は増加） △91,483 28,337

その他の資産の増減額（△は増加） △26,191 △5,041

仕入債務の増減額（△は減少） △138,277 △631,034

前受リース収益の増減額（△は減少） △70,070 △190,583

その他の負債の増減額（△は減少） 256,611 154,979

その他 188 592

小計 805,940 369,597

利息及び配当金の受取額 4,293 3,920

利息の支払額 △24,040 △22,376

法人税等の支払額 △50,542 △40,365

営業活動によるキャッシュ・フロー 735,650 310,776

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △146,577 △146,610

定期預金の払戻による収入 146,545 146,577

リース用資産取得による支出 △127,313 △107,029

社用資産の取得による支出 △8,671 △20,873

社用資産の売却による収入 － 847

投資有価証券の取得による支出 △59 △118

投資その他の資産の増減額（△は増加） 1,043 4,299

投資活動によるキャッシュ・フロー △135,034 △122,906
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △135,170

長期借入れによる収入 100,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △266,951 △247,607

リース債務の返済による支出 － △28,830

自己株式の取得による支出 △200 △354

配当金の支払額 △108,097 △123,687

財務活動によるキャッシュ・フロー △275,249 △485,649

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,650 6,718

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 316,717 △291,062

現金及び現金同等物の期首残高 2,095,724 2,483,602

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,412,441 2,192,540
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【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す

る方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

11,632,901千円

 

　２　受取手形裏書譲渡高は227,153千円であります。

　　　受取手形割引高は97,037千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額

11,383,118千円

 

　２　受取手形裏書譲渡高は246,966千円であります。

　　　受取手形割引高は54,965千円であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

給料 252,225千円

賞与引当金繰入額 57,950千円

役員賞与引当金繰入額 14,100千円

退職給付引当金繰入額 22,132千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,075千円

貸倒引当金繰入額 8,000千円

減価償却費 7,549千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

給料 253,865千円

賞与引当金繰入額 32,683千円

役員賞与引当金繰入額 7,300千円

退職給付引当金繰入額 28,156千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,700千円

減価償却費 6,823千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定 2,693,678千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △281,236千円

現金及び現金同等物 2,412,441千円
 

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 2,473,884千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △281,344千円

現金及び現金同等物 2,192,540千円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)
　
１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 34,943,225

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 135,522

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 174,053 5 平成21年３月31日 平成21年６月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当社の企業集団は仮設建物、ユニットハウス及びこれら
に付随する什器備品等のリース並びに販売という単一の
事業を営んでおり、事業の種類別セグメント情報は作成
しておりません。

同左
 

 

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が
90％を超えているめ、所在地別セグメント情報の記載を
省略しております。

同左
 
 

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を
省略しております。

同左
 

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 426.48円
　

　 　

　 430.82円
　

　
(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計期間末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 15,545,065 15,683,295

普通株式に係る純資産額（千円） 14,844,624 14,997,058

差額の主な内訳 　 　

　少数株主持分（千円） 700,441 686,237

普通株式の発行済株式数（株） 34,943,225 34,943,225

普通株式の自己株式数（株） 135,522 132,590

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

34,807,703 34,810,635

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 3.24円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─　　円

　

１株当たり四半期純損失(△) △3.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─　　円

　
　
(注)　１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第１四半期連結累計期間は四半期純損失が計上されて

おり、また、いずれの期間においても潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は次のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△)(千円) 

112,810 △120,816

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(千円)

112,810 △120,816

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 34,825,390 34,807,994

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月６日

東海リース株式会社

 取 締 役 会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　
公認会計士　　後 藤　紳 太 郎　　 印

　

指定社員
業務執行社員

　
公認会計士　　松 嶋　康 介　 　　 印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

リース株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海リース株式会社及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月３日

東海リース株式会社

取 締 役 会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

　
公認会計士　　後 藤　紳 太 郎　　 印

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

　
公認会計士　　松 嶋　康 介　 　　 印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

リース株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海リース株式会社及び連結子会社の平成21

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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